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令和元年度 

 

一般会計の決算状況をお知らせします 
 

歳入決算額 

歳出決算額 

１兆 2,251 億円 

１兆 2,159 億円 

（対前年度 308 億円、2.6％の増） 

（対前年度 416 億円、3.5％の増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度決算の概要 

 歳入決算  

    県税が、県内消費の伸び悩みによる地方消費税の減などにより減少した一方、繰入金

が、財源対策的基金の整理・統合の影響などにより増加となったことなどから、前年度

と比較して 308 億円(2.6％)増加し、１兆 2,251 億円となりました。 

 歳出決算  

  普通建設事業費が、国の３か年緊急対策関連事業の実施などにより増加したこと、ま

た、積立金が、財源対策的基金の整理・統合の影響などにより増加したことなどから、

前年度と比較して 416 億円(3.5％)増加し、１兆 2,159 億円となりました。 

 決算収支  

  歳入決算額から歳出決算額を差し引いた「形式収支額」は 92 億円、形式収支額から翌

年度へ繰越すべき財源を差し引いた「実質収支額」は 7.2 億円の黒字、実質収支額から

前年度の実質収支額を差し引いた「単年度収支額」は 5.4 億円の赤字となりました。ま

た、単年度収支額に財政調整基金の積立・取崩を加味した「実質単年度収支額」は、312.2

億円の黒字となりました。これは、これまで財源対策的基金(注１)として管理してきた基

金を財政調整基金に整理・統合したことに伴う増であり、財政状況をわかりやすく比較

するため、財政調整基金を財源対策的基金と読み替えた場合は 75.6 億円の赤字となり

ました。 

(注１)財政調整基金のほか７基金を合わせて財源対策的基金として整理していたもの。 

(注２)表・グラフ中の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、計数と一致しない場合があります。 
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

（億円）（億円） 決算収支の推移

形式収支額 実質収支額 単年度収支額 実質単年度収支額

312.2

（左目盛） （右目盛） （右目盛） （右目盛）

決算収支の状況 （億円、％）

平成30年度 令和元年度 増 減 額 増減率

歳 入 決 算 額 11,943 12,251 308 2.6

歳 出 決 算 額 11,744 12,159 416 3.5

形 式 収 支 額 199 92 △ 108 △ 53.9

翌 年 度 繰 越 財 源 187 85 △ 102 △ 54.6

実 質 収 支 額 12.6 7.2 △ 5.4 △ 43.1

単 年 度 収 支 額 △ 0.9 △ 5.4 △ 4.5 △ 472.2

実質単年度収 支額 △ 6.6 312.2 318.9 4,801.0

（ ※ 参 考 値 ） (△37.2) (△75.6) (△38.3) (△103.0)

やすく比較するため、下段に参考値として「財政調整基金」を「財源対策的基金」

と読み替えた額を記載

区　　　分

※令和元年度については、財源対策的基金の整理・統合に伴う基金の積立・取崩を

行っており、実質単年度収支の特殊な増減要因となることから、財政状況をわかり
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〔自主財源〕 
  県税や貸付金の償還金など、県が 
 自ら見積って確保できる収入をいい 
 ます。 
 
 
〔依存財源〕 
  地方交付税や国庫支出金など国か 
 ら交付されるものや県債(借入金)を 
 いいます。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 県 税 
  県内消費の伸び悩みによる地方消費税の減等により

減少しました。 
● 繰 入 金 
  財源対策的基金の整理・統合の影響等により増加し

ました。 
● 地方交付税 
  公債費に対する交付税措置額の減等により減少し 
  ました。 
● 県 債 
  防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債など国の 
  ３か年緊急対策関連事業債の増等により増加しま 
  した。 

自主財源

5,061億円

(41.3%)
依存財源

7,190億円

(58.7%)

歳入
12,251億円

歳 入 決 算
その他
441億円(3.6%)

国庫支出金
1,520億円(12.4%)

県債
2,829億円(23.1%)

地方交付税
2,400億円(19.6%)

県税
2,533億円(20.7%)

諸収入
643億円(5.2%)

繰入金
604億円(4.9%)

地方消費税清算金
825億円(6.7%)

繰越金
200億円(1.7%)

その他
256億円(2.1%)

分担金及び負担金、使用料及び

手数料、財産収入、寄附金

地方譲与税、地方特例交付金、

交通安全対策特別交付金

2,721 2,705 2,657 2,607 2,533

874 783 806 857 825

168 166 155 310 604
866 729 662 591 643

2,695 2,684 2,512 2,441 2,400

1,429 1,468 1,419 1,446 1,520

2,834 2,907
2,797 2,671

2,829

1,135 979
979 1,020

897

12 ,722 12 ,421
11 ,987 11 ,943

12 ,251

0

4,000

8,000

12,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

億円
歳入決算額の推移

県税

地方消費税

清算金

県債

その他

繰入金

地方交付税

国庫支出金

諸収入
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〔消費的経費〕 

    人件費や各種団体への助成金など、

支出の効果が短期間で終わり後年度に

形を残さない経費をいいます。 

 

〔投資的経費〕 

  道路や学校、公園の整備など、将来

に形が残るものに支出される経費をい

います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● 人 件 費 

  事務の効率化や適正配置等により減少しました。 

 ● 補 助 費 等  

  県税収入の減に伴う税交付金の減等により減少し

ました。 

 ● 普通建設事業費 

  国の３か年緊急対策関連事業の実施等により増加

しました。 

 ● 積 立 金 

  財源対策的基金の整理・統合の影響等により増加 

  しました。 

2,796 2,793 2,418 2,428 2,409

2,870 2,804
2,932 2,747 2,692

1,805 1,832 1,866 2,084 2,292

3,128 3,131 2,968 2,928 3,005

281 114
97 162

431
430 383

342 455
467

1,102 1,037
1,032 940

863

12 ,412
12 ,094

11 ,655 11 ,744
12 ,159

0

4,000

8,000

12,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

億円
歳出決算額の推移

補助費等

人件費

公債費

投資的経費

その他

積立金

繰出金

歳出
12,159億円

歳 出 決 算

繰出金
467億円(3.8%)

金融的経費
284億円(2.3%)

積立金
431億円(3.6%)

公債費
3,005億円(24.7%)

人件費
2,409億円(19.8%)

維持補修費
181億円(1.5%)

扶助費
75億円(0.6%)

災害復旧事業費
72億円(0.6%)

普通建設事業費
2,220億円(18.3%)

物件費
323億円(2.7%)

補助費等
2,692億円(22.1%)

消費的経費
5,680億円
(46.7%)

投資的経費
2,292億円
(18.9%)

その他経費
4,187億円
(34.4%)
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お
問
い
合
わ
せ 新潟県出納局 検索

新潟県出納局管理課 〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１

TEL：025（280）5484 FAX：025（284）2772

メールアドレス：ngt190010@pref.niigata.lg.jp

詳しくはホームページ：http://www.pref.niigata.lg.jp/suitoukanri

 
 

県債は、道路や学校など県民生活に直結する施設を整備するために借り入れたもので、臨

時財政対策債を除いた通常債の残高は減少しています。 

 (注)臨時財政対策債は地方交付税で後年度、全額措置されることになっています。 

 

県債残高の推移

▲ 7,000

▲ 2,000

3,000

8,000

13,000

18,000

平成２７年

度

平成28年度 平成２９年

度

平成３０年

度

令和元年度

億円

軸ラベル

17,787

平成27年度 28度 29年度 30年度 令和元年度 （年度末現在）

17,606 17,41117,993

6,9816,562

0

17,376

6,312

通常債

臨時財政対策債
6,803 6,946

 
 

県の預金である基金は、財源不足などへ対応するために積み立てているものです。 

 財源として活用できる財源対策的基金(※)の残高は、減少しています。 

 

※「社会文化施設等整備基金」ほか６基金を「財政調整基金」に統合（R2.4～） 

基 金 の 状 況

507 498 487 451 381

2,700 2,646 2,584 2,548
2,387

3 ,207 3 ,144 3 ,071 2 ,999
2 ,768

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

億円

(年度末現在)

財源対策的基金

その他基金


